
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

 



 



健康とくらしの調査
《概要》

一般社団法人日本老年学評価研究機構（JAGES）の実施するアン

ケート調査、健診データなどにより要介護リスク分析・リスク者分

布分析、要介護・健康長寿の要因分析、介護予防事業の効果評価な

どを行う。全国75余り（令和4年時点）の自治体が参加を予定して

おり他自治体との比較分析が可能。

• 調査対象者 市内の６５歳以上の人３，０００人
（ただし要介護・要支援・事業対象者は除く）

• 調査方法 郵送調査→関係データをあわせて分析

• 実施時期 10月～11月ごろ発送予定

調査項目
《調査票について》

全市町村共通項目

①コア項目、②バーション項目、③市町村独自項目の3つの項目群で構成

①コア項目（8ページ）
厚生労働省が示す「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の必須項目、および、
分析上重要であり全員にお尋ねすべきであると考えられる項目。
原則としてすべての対象者に配布する。

②バージョン項目（4ページ）
「身体状況・健康状態」「介護」「心理」など8種類のバージョン項目があり、
全調査対象者をランダム（無作為）に振り分けて配布する。
項目を複数設ける理由は、一人の回答者に対する質問項目が膨大になることを
避けつつ、色々な課題について検討するため。

③市町村独自項目（2ページ）
第10期の方針検討に有用と思われる設問を採用する。
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加賀市の特徴
（JAGES2022健康とくらしの調査結果より）

JAGES2022「健康とくらしの調査」に参加した市町村の強みと課題を明らかにするため、
調査結果について、参加した他市町村との比較が可能。

【回収数】

【結果】
※一部抜粋

JAGES保険者共同研究会（2025年5月）資料より

2



JAGES保険者共同研究会（2025年5月）資料より

介護予防政策に必要な科学的根拠づくりやそれに基づく地
域づくりなどに取り組む市町村と研究者による共同研究

そのために2018年に設立したのが、一般社団法人 日本老年
学的評価研究（JAGES）機構

 1999年度から3～4年に1度、介護保険者が行う介護予防・
日常生活圏域ニーズ調査を共同実施

そのデータを活用し地域診断や科学的根拠づくり、国や
WHO、保険者のEvidence Based PolicyMaking（EBPM，
根拠に基づく政策形成）に活用
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